
令和８年度事業計画案 

 
Ⅰ 令和８年度事業目標 

 令和８年４月１日より「住所変更等登記の義務化」が開始され、令和６年４月に施

行された「相続登記の義務化」についても、令和９年３月３１日経過措置上の期間満

了によって、義務化の対象となる所有権の登記名義人が急増すると予想されます。こ

れらの対策として、スマート変更登記の制度が設けられているほか、令和８年２月に

は、相続登記漏れ防止の観点から、所有不動産記録証明制度も開始されました。司法

書士はこれらの新たな制度の円滑な運用に力を尽くし、周知広報の展開強化及び支援

体制の強化に努め、関係機関との連携を深めることで、国民が安心して相続登記の申

請義務に応える環境を形成していく必要があります。 

また、急速に進展するデジタル社会の影響は、既に不動産登記・商業登記を始めと

する登記実務の現場にも及んでいます。そこでは、不動産登記における特別委任方式

の許容や商業登記におけるウェブ会議による電子定款の認証の導入等、登記申請の完

全オンライン化を見据えた各種制度が既に開始されており、今後も、添付情報や本人

確認方法等に係るデジタル化への対応要請等、登記申請の完全オンライン化を目指す

動きが続くと考えられます。引き続きデジタル化が進む司法書士業務の環境に対し、

会員の執務支援に注力し、情報提供やサポート体制を充実させていきたいと考えてお

ります。 

近年の司法書士試験においては、とりわけ若年層の受験者数・合格者数が減少傾向

にあります。司法書士が国民に寄り添った存在であり続けるためには、司法書士制度

の将来的な担い手となる人材を確保していくことも不可欠であります。司法書士会と

しても、司法書士の持つポテンシャルや法律専門職としての魅力を、特に学生等の若

年層に広く伝えていくブランディングの取組みの必要性を強く感じております。 

司法書士は、法令及び職責に忠実であることはもとより、国民一人一人の権利と尊

厳を尊重する確かな倫理観を基礎としつつ、品位を保持し、公正かつ誠実に職務を遂

行し、その過程を適切に記録し、説明責任を果たすことのできる専門職でなければな

らないと考えます。また、常に研修等で不断に専門性を研鑽し、公正中立な立場を堅

持し、関係機関等との適切な連携を図りながら、国民とともに歩み、その信頼に応え

る実践を積み重ねていかなければならない責任があります。しかし、令和７年度研修

単位取得状況を見ると、１２単位未満の会員が１４０名、０単位は４３名であり、規

定の義務単位数条件を満たした会員の１３１名を大きく上回っており、一人一人の資

質の維持、向上等のための単位制研修及び年次研修の受講の必要性及び重要性の周知

を徹底し、単位制研修については、研修義務化に対応した日司連会員研修規則に基づ

く単位取得を更に周知、促進し、指導等を厳格に行っていく体制を整えるとともに、



単位制研修の取得単位数未達成会員、年次研修の未受講会員をゼロにするための方策

を引き続き検討していきたいと思います。 

 

以上の目標を達成すべく、次の４点を重点項目と掲げ、それに伴う事業を推進していく。 

 

Ⅱ 事業目標達成するための重点項目 

 １ 相続登記相談をはじめとする総合的な相続の専門家として市民への法的サービスを

提供する事業 

 ２ 進展する司法書士業務のデジタル化・ＤＸ化等法改正に対応する事業 

３ 持続可能な会組織、財政基盤の検討 

４ 成年後見制度及び財産管理業務を中心とした司法書士業務を充実する事業 

  

Ⅲ 重点事業 

 １ 相続登記相談をはじめとする総合的な相続の専門家として市民への法的サービスを

提供する事業 

（１）司法書士総合相談センターの事業推進 

  ・面談相談、Web 相談、電話相談等の推進 

（２）相続登記相談センターの効率的な運営 

  ・電話相談 

  ・市民への周知のための広報活動 

（３）法教育活動の充実 

  ・岐阜県と連携して法律の専門家による消費生活出前講座 

（４）ギャンブル依存症の問題と権利擁護事業の推進 

  ・経済的困窮者に対する法律支援事業 

（５）地方自治体、法務局及び関連機関との連携 

・自治体との協定締結等の検討 

・災害発生時の対応 

２ 進展する司法書士業務のデジタル化・ＤＸ化等法改正に対応する事業 

（１）改正不動産登記法への対応 

  ・住所変更登記の義務化への対応 

（２）民事裁判手続のＩＴ化への対応 

  ・電子申立新システム「TreeeS」への対応 

（３）公正証書作成手続のデジタル化への対応 

  ・遺言等関係改正への対応 

３ 持続可能な会組織、財政基盤の検討 

（１）司法書士会館の在り方についての検討 



  ・「会館建設検討ＰＴ」による会館の在り方を検討 

  ・会館維持のための改修及び大規模修繕等に向けた財政基盤の検討 

（２）組織改革の検討 

  ・持続可能な組織運営のための財務状況の検討 

（３）会費と財政基盤及び事業体制の見直し 

  ・連合会会費、登録手数料改定への対応 

（４）事務局体制の検討 

  ・現状と問題の把握 

（５）司法書士制度の周知及びブランディングのための広報事業の拡充 

    ・資格ガイダンスの検討   

４ 成年後見制度及び財産管理業務を中心とした司法書士業務を充実する事業 

（１）成年後見制度利用促進計画への対応 

  ・成年後見等改正への対応 

（２）財産管理業務、未成年後見業務への取組みの強化  

  ・規則３１条業務への取組強化 

その他 

    ・研修単位未取得者減少に向けた更なる取組みの検討 


